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 １ 宮城県政における多様な性のあり方に関する施策について。 

 宮城県では 2017 年の男女共同参画基本計画に盛り込まれて以来、LGBT 相談、県職員研修、県内

市町村におけ る講演会等開催の支援などを行ってきたかと思います。 これらの施策について、十

分な内容であったか？また、そのように判断する理由をお答えください。 

 いいえ  

理由 不十分であると考えます。①いまだ知事や副知事などの幹部職員に対するジェンダー平

等やハラスメント、多様な性のあり方になどについての研修が行われていません。４年前に知事

が出演して作成・配信された宮城県の観光キャンペーン動画広告は、ジェンダー平等に反する内

容で、県内はじめ、全国から抗議や配信停止の要請が多数寄せられましたが、動画配信は中止さ

れず、知事の反省もないままです。②2008年度まで独立してあった県庁の男女共同参画推進

「課」を「班」に降格したままで、女性の幹部職員への登用率も低い状況です。現知事がかつ

て、公約に掲げた「女性副知事」も実現していません。③宮城県政、県庁内で施策を推進してい

くために呼称も「男女共同参画推進」から、「ジェンダー平等社会推進」に改め、「課」に戻し、

知事を先頭に全庁的にジェンダー平等やセクシャルハラスメント、多様な性のあり方について県

民の理解を深め、ジェンダー平等社会推進に取り組んでいきたい。 

 ２ 国政における LGBT 法案の動きに関連して。 

 LGBT 法案について、2016 年に LGBT 議連が発足してから 5 年が経過し、2021 年 6 月によ

うやく国会提出が 予定されていました。しかし法案は提出されず、今衆議院選挙を迎えています。

そのような中ですが、三重県や 大阪府では、国の法案成立に先立って差別解消条例や理解増進条

例が制定されています。 国の法案の成立いかんによらず、宮城県として多様な性のあり方に関す

る独自の条例の制定するお考えはありま すか？また、そのように判断する理由をお答えください。 

はい 

理由 条例制定を進めていきたいと考えます。あらゆる人の人権は憲法で保障されており、多

様な生き方は尊重されるべきです。今年６月宮城県議会では、「性的指向・性自認に関する差別の

解消を求める意見書」が全会一致で可決され、国へ提出されています。多様な性のあり方や、それ

ぞれの違いを当然のこととして受け入れ、多様な生き方を認め合う社会を実現することは、「個人

の尊厳」が尊重される社会の形成に欠かせないことです。国の動きを待つのでなく、自治体ででき

ることから行いたい。 

３ パートナーシップ証明制度について。  

2015 年に渋谷区で始まった同性パートナーシップ証明制度ですが、現在では 110 自治体に広

がり、総人口の 37.8％をカバーするまでに至っています。また、茨城県、大阪府、三重県など、

都道府県単位の制度導入も始ま っています。仙台市では男女共同参画せんだいプラン 2021 にパ

ートナーシップ制度制定を検討する旨が明記さ れ、議会でも「前に進める」との答弁もなされて

いるところです。 宮城県で県民が利用できるパートナーシップ制度について、制定されるお考え

はありますか？また、そのように 判断する理由をお答えください。  



はい  

理由 国が同性婚を認めていないなかで、性的指向・性自認に関する差別や不利益を解消するた

めに、パートナーシップ宣誓制度は相続権や税金の控除を保障する法的効力はありませんが、自治

体でできる施策で有用だと考えます。すでに導入した自治体の住民の合計人数は、日本人口の３分

の１にも達したといわれています。 

また、あわせて、同性カップルの親を持つ子どもの不利益を解消するために、ファミリーシップ

制度の導入も進めていきたいと考えています。同性カップルだけでなく、その子も公認する先進的

な取り組みで、原則として夫婦や親子しか入居が認められなかった市営住宅で同性カップルと子

どもの同居が可能になったり、医療機関で家族として病状の説明を受けたり、保育園や学校で子の

送り迎えをしたりできるようにもなります。多様なひとの人権を尊重するために、ぜひ、宮城県で

もパートナーシップ制度、ファミリーシップ制度を導入したいと思っています。  

 

 

 


